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第７回「地方公共団体における統計データ利活
用表彰」において、当市の取組である「データ分析
をDIY～神戸データラウンジ～」が総務大臣賞を受
賞いたしました。

主な取組の内容としては、（1）庁内の行政データを
蓄積するデータ連携基盤の構築、（2）BIツールを使っ
てダッシュボード作成を内製化、（3）庁内ポータルサイ
ト「神戸データラウンジ」で庁内共有、（4）市HP「神戸
データラボ」で分かりやすい情報発信、（5）ダッシュ
ボードを作成できる人材の育成などがあります。

これらの取組の重要なポイントの一つ目は、
EBPM推進のために、現状の可視化から始めたこ
とです。EBPMに必要なエビデンスには、①現状分
析に関するエビデンスと②政策効果に関するエビ
デンスの大きく２種類があり、本市では①から重点的
に始めました。ターゲットを絞って施策を打ちたい場
合、ある特定エリアの子育て世帯数など、対象の規
模を知りたいといった場面がよくあります。こういった
ことをデータの取扱いが不慣れな職員でも簡単に

調べることができるようになる効果は、EBPMを進め
る上で、非常に大きいと感じています。ちなみに、神
戸市では、昨年度から②の政策効果に関するエビ
デンスについても政策形成に寄与する学術論文の
活用やデータ分析できる人材の育成など、取組を開
始しています。

二つ目のポイントは、BIツールを活用して職員自ら
ダッシュボードを作成したことです。外部環境が急速
に変化する中で、スピード感を持って課題に対応し
ていくには可能な限り「内製化」が必要だと考えて
います。最近は、BIツールのように、プログラミングが
できなくても直感的に扱えるローコードツールが充実
しており、職員自らDIYする取組がやりやすくなって
きていると感じます。

なお、神戸市が作成したダッシュボード（全国版）
については、市HP「神戸データラボ」（https://
www.city.kobe.lg.jp/a47946/data.html）で一部
公開しています。庁内の政策議論や住民と意見交換
する際のツールとして、是非一度使ってみてください。 
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第７回「地方公共団体における統計データ利活用表彰」
データ分析をDIY～神戸データラウンジ～

神戸市デジタル監（企画調整局局長（DX担当）） 正木　祐輔
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第７回「地方公共団体における統計データ利活用表彰」
データ分析をDIY～神戸データラウンジ～
令和５年度全国都道府県統計主管課（部）長会議及び
政令指定都市統計主管課長会議の開催
令和５年６月13日（火）リニューアル開講

「社会人のためのデータサイエンス入門」受講者募集中
令和５年住宅・土地統計調査の実施計画
我が国の総人口は１億2494万７千人

「人口推計」結果（2022年10月１日現在）
我が国のこどもの数

令和３年経済センサス‐活動調査　確報集計結果の概要②
「2022年経済構造実態調査」一次集計結果の概要
令和５年春の叙勲及び褒章
第８回地方公共団体における統計データ利活用表彰の実施
～地方公共団体の取組を募集中です！～
／更に充実、地方公共団体のためのデータ利活用支援サイト
Data StaRt（データ・スタート）コンテンツ拡充

「DX時代に必須 ビジネスパーソン向け統計データ利活用セミナー
～推測統計編～」を開催しました
令和４年度統計研修実施状況



○全国都道府県統計主管課（部）長会議（４月19日（水））
会議では、尾身朝子総務副大臣、井上卓統計局長か

ら挨拶があり、総務省の各課室長等から、本年度の主
要業務、スケジュール等について、順次説明を行いま
した。また、亀田制作氏に御講演をいただきました。

【尾身総務副大臣　挨拶】
尾身朝子総務副大臣は、本年３月28日に閣議決定し

た「公的統計の整備に関する基本的な計画」に基づ
き、統計の品質管理の徹底、時代の変化に対応した統
計の整備、ビッグデータの活用、業務のデジタル化を
進めるとともに、地方公共団体に対する支援・連携を
強化していく旨の決意を述べました。

また、消費者物価指数を例に、地方公共団体の御協
力の下で作成される統計データによって物価高が明ら
かになり、その結果を踏まえ政府が物価高対策を講
じ、その政策の成果が再び統計データとして確認され
ているといったように、統計データが政府内において
有効に活用されていることに感謝の意を述べ、一層の
統計行政への御協力をお願いしました。

【井上統計局長　挨拶】
井上卓統計局長は、統計情報の発信のため、都道府

県からの要請に応じて物価や雇用など統計をテーマと
した講演への講師派遣に積極的に協力をしてまいりた
いと述べました。

また、我が国を取り巻く社会生活環境が大きく変わ
る中、地方公共団体の皆様と力を合わせ、我が国の有
り様を数字として見える化してまいりたいとの決意を
述べました。

４月19日（水）に令和５年度全国都道府県統計主管課（部）長会議を、20日（木）に令和５年度政令指定都市
統計主管課長会議を、それぞれ開催しました。

この会議は、都道府県及び政令指定都市の統計主管課長等に対し、その年度における統計局、政策統括官（統
計制度担当）、統計研究研修所及び独立行政法人統計センターの業務運営方針等について説明することを目的と
して、毎年４月に開催しているものです。

本年度は、平成31年度以来４年ぶりとなる実開催（WEB同時配信）となりました。

 

令和５年度全国都道府県統計主管課（部）長会議
及び政令指定都市統計主管課長会議の開催

【講演「2023年度の世界・日本経済を視るポイント」】
SOMPOインスティチュート・プラス株式会社（元

日本銀行調査統計局長）亀田制作氏からは、「2023年
度の世界・日本経済を視るポイント」と題して御講演
いただきました。

今日の世界的なインフレの背景や主要国の経済状況
のほか、賃金の推移・見通しなど日本経済のポイント
についてお話しいただきました。

【全体質疑】
出席者からは、経済構造実態調査における個人経営

企業の集計方法について質問があったほか、同調査の
製造業事業所の集計に関する要望や統計ダッシュボー
ドについての要望がありました。そのほか統計調査員
の年齢に関する要件について質問がありました。

挨拶をする井上統計局長

亀田制作氏による講演

挨拶をする尾身総務副大臣
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● 開講期間

● 学習時間

● 課　　題

令和５年６月13日（火）～ ８月９日（水）予定

１回10分程度×６～９回程度（１週間）×４週

各週の確認テストと最終課題の実施

○政令指定都市統計主管課長会議（４月20日（木））

会議は、冒頭、岩佐哲也統計調査部長から挨拶が
あった後、総務省の企画官、調査官等から、本年度の
主要業務、スケジュール等について、順次説明を行い
ました。

【岩佐統計調査部長　挨拶】

岩佐哲也統計調査部長は、昨年度に就業構造基本調
査を無事実施できたこと、経済センサス‐活動調査の
各種集計結果が無事公表できたことに対し、感謝の意
を述べました。 

また、多くの関係者が携わる「総合プロジェクト」
である統計調査の最前線で、正確な回答や回収率の確
保など実査に係る品質管理を始めとした事務を担って
いただく地方公共団体の重要性を述べ、本年10月に実
施する「住宅・土地統計調査」を始めとする統計調査
への御協力をお願いしました。

【全体質疑】
出席者からは、国勢調査における民間への業務委

託、調査票情報の利用の円滑化、統計調査における郵
便局との連携の可能性について質問がありました。

総務省は、統計リテラシー向上のための取組とし
て、「データサイエンス・オンライン講座」を開講し
ています。その講座の一つである「社会人のための

データサイエンス入門」を令和５年６月13日（火）に
リニューアル開講します。

本講座では、社会人・大学生に、統計学の基礎や
データの見方のほか、実際のデータを使った分析事例
や公的データの入手・利用方法の紹介等、データ分析
の基本的な知識を分かりやすく解説しています。

統計学のプロフェッショナルが分かりやすく解説す
る講座をあなたも受講してみませんか？

どなたでも受講登録が可能（登録料及び受講料無
料）ですので、是非、御活用ください。

挨拶をする岩佐統計調査部長

令和５年６月13日（火）リニューアル開講
「社会人のためのデータサイエンス入門」受講者募集中

「社会人のためのデータサイエンス入門」講座内容

週 各週のテーマ 内容 

１ 統計データの活用

２ 統計学の基礎

３ データの見方と表し方

４ 公的データの使い方

統計データを用いた分析事例を知り、統計リテラシーを学ぶ 

データ分析に必要な統計学の基礎を学ぶ 

データの見方と適切なグラフの選び方を学ぶ 

誰もが使える公的統計データの取得方法と使い方を学ぶ 

詳細はこちらから
https://gacco.org/stat-japan/
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　本年10月１日現在で令和５年住宅・土地統計調査を実施します。この調査は国が実施する統計調
査のうち、統計法（平成19年法律第53号）により特に重要なものとされる「基幹統計調査」です。
　本号では、今回調査の実施計画について紹介します。

 

国民の居住形態や、住宅・土地の保有状況
等に関する実態を調査し、住生活関連諸施策
等のための基礎資料等を得ることを目的とし
ています。

調査の流れは、「総務省 ‒ 都道府県 ‒ 市区
町村 ‒ 指導員 ‒ 調査員 - 調査対象世帯」で行
います。

調査員が調査対象世帯ごとに調査書類を配布
し、インターネットで回答する方法、郵送によ
り調査票を提出する方法又は調査員に調査票を
提出する方法により行います。

なお、マンション等の共同住宅や社会施設等
において、調査票の配布・取集等の調査員事務
を特定の事業者に業務委託した方が効率的に調
査を実施できる調査単位区においては、調査員
事務を市区町村が民間事業者に委託して実施す
ることができることとしています。

◇標本設計の見直し

報告者及び実査事務の負担軽減並びに世帯数
に応じた事務の平準化を実現しつつ、前回調査
程度の目標精度を確保する観点から標本設計を
見直し、今回調査の標本調査区数は、約19万
9000（前回調査は約21万8000）とし、報告者数
を約340万住戸・世帯（前回調査は約370万住
戸・世帯）に削減します。

◇調査事項の見直し

空き家対策の重要性が高まっていることを踏
まえ、引き続き、空き家の所有状況などを把握
するとともに、超高齢社会を迎えている我が国
における高齢者の住まい方をより的確に把握す
るため、「サービス付き高齢者向け住宅」や老
人ホーム等の「高齢者居住施設」の居住実態を
新たに把握します。

調査の対象は、住宅及び住宅以外で人が居住
する建物並びにこれらに居住している世帯の約
340万住戸・世帯です。

　主な調査事項は、次のとおりです。
【調査票甲・乙】

［住宅等に関する事項］

居住室数及び広さ、所有関係、敷地面積、構
造、建て方など

［世帯に関する事項］

世帯の構成（世帯人員数、性別、年齢等）、
年間収入、通勤時間、入居時期、住環境に関す
る事項（安全性、快適性等）、現住居以外の住
宅及び土地に関する事項など

【建物調査票】（調査員による他計報告）

建て方、腐朽・破損の有無、世帯の存しない
住宅の種別、住宅以外で人が居住する建物の種
類など

令和５年住宅・土地統計調査の実施計画

 

調査は、令和５年10月１日現在によって実施
します。

１　調査の目的 

２　調査の期日

 

３　調査の対象 

４　調査事項 

５　調査の方法 

６　今回調査の特徴
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◇調査事務の効率化、調査員事務の負担軽減

同居世帯への配布について、前回調査では、
調査員が主世帯に同居世帯の有無を確認し、同
居世帯があった場合、同居世帯にも追加で調査
票を配布していましたが、今回調査では、同居
世帯には調査票を配布せず、主世帯にのみ配布
します。
また、寮などの住宅以外の建物に居住する世
帯への配布について、前回調査では、調査員が
当該建物に住む世帯に世帯の種類を確認し、そ
の世帯の種類に応じて必要な枚数の調査票を配
布していましたが、今回調査では、建物全体に
対して１種類の調査票を配布します。

◇インターネット回答の更なる推進

今回調査では、一時回答自動保存機能の導
入、パスワードの初期化対応など、ログイン
した人が途中で回答を断念することなく、最
後までスムーズに回答できるよう機能改善を
行います。

◇コールセンターの設置

調査実施期間中における世帯からの調査の内
容、調査票の記入方法などに関する照会・相談
等に対応するため、今回調査でもコールセン
ターを設置します。
また、前回調査よりも席数を増強し、世帯か
らの照会対応体制を強化します。

住宅数概数集計、住宅及び世帯に関する基本
集計は調査後１年以内、住宅の構造等に関する
集計及び土地集計は調査後２年以内に、統計局
ホームページ、e-Stat等により公表し、追って
報告書を刊行します。

７　結果の公表 

◇住生活基本計画策定等の基礎資料

住生活基本計画（令和３年３月閣議決定）の
全国計画で掲げられた、子どもを産み育てやす
い住まいの実現、多様な世代が支え合い、高齢
者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの
形成とまちづくり、空き家の状況に応じた適切
な管理・除却・利活用の一体的推進に関する目
標設定や、これらの住政策等を計画的に推進す
るための基礎資料や成果指標として利用されて
います。

◇国民経済計算の推計への利用

民間支出における家賃の推計において、総床
面積、家賃単価等が利用されています。

◇各種白書等における分析の基礎資料

国土交通白書、土地白書、経済財政白書、高
齢社会白書、厚生労働白書、首都圏白書、子ど
も・若者白書における、既存住宅流通シェアの
推移、全国の空き家数、空き家率の推移、年齢
別持ち家率、65歳以上の者に係る住居の居住分
析、住宅の建て方別建築年の状況、年齢階級別
持ち家世帯比率の推移、満足度・生活の質を表
す指標として利用されています。

◇地方公共団体における利用

地方公共団体における住生活基本計画（都道
府県計画）の策定や住宅マスタープラン策定な
どの基礎資料として利用されています。また、
耐震改修工事の促進計画及び助成制度の検討の
基礎資料などにも利用されています。

◇民間企業や学術研究機関等による利用

耐震や防災を主軸にした住宅や都市計画づく
りの研究、空き家の今後の動向や住環境との相
関関係に関する研究等の基礎資料として活用さ
れています。

８　調査結果の利活用
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「人口推計」は、国勢調査による人口を基礎に、その後の人口の動向を他の人口関連資料から得て、「各月１
日現在人口」及びより詳細な「各年10月１日現在人口」を算出しています。

この度、2022年10月１日現在の「全国 年齢（各歳）、男女別人口」及び｢都道府県 年齢（５歳階級）、男女別
人口｣を４月12日に公表しましたので、その概要を紹介します。

 

我が国の総人口は１億2494万７千人
「人口推計」結果（2022年10月１日現在）

総人口は１億2494万７千人となり、前年に比べ55万６
千人の減少と12年連続で減少しています。

日本人人口は１億2203万１千人で、前年に比べ75万人
の減少となり、減少幅は11年連続で拡大しています。

自然増減は16年連続の自然減少、社会増減は２年ぶ
りの社会増加となっています。社会増減を日本人・外
国人の別にみると、日本人は２年連続の社会減少、外
国人は２年ぶりの社会増加となっています。（表１、
図１）

注1）2020年までの増減数には補間補正数（国勢調査人口を基に算出した
人口推計と、その次の国勢調査人口との差を各年に配分して算出し
たもの）を含む。このため、増減数は自然増減と社会増減の計とは
一致しない。

　2）平成27年（2015年）国勢調査人口。日本人人口は、国籍不詳をあん
分した人口

　3）令和２年（2020年）国勢調査人口。日本人人口は、不詳補完値

注）人口増減率は、前年10月から当年９月までの人口増減数を前年人口
（期間初めの人口＝期首人口）で除したもの

総人口は55万６千人の減少、12年連続の減少

日本人人口は減少幅が11年連続で拡大
 

総人口に占める年齢区分別の割合の推移をみると、15
歳未満人口は1975年以降低下を続け、2022年（11.6％）
は過去最低となっています。また、15～64歳人口は、
1992年にピークとなり、その後は低下を続け、2022年
（59.4％）は過去最低であった前年と同率となってい
ます。

一方、65歳以上人口（29.0％）は過去最高となってい
ます。なお、75歳以上人口（15.5％）も過去最高となっ
ています。（図２）

15歳未満人口の割合は11.6%で過去最低 

表１　総人口及び日本人人口の推移（2015年～2022年）

人口増減率を都道府県別にみると、増加は東京都の
みとなり、前年の減少から増加に転じています。

一方、減少は46道府県となっており、沖縄県は1972
年（昭和47年）に日本に復帰して以降、初めての人口
減少となっています。秋田県、青森県、岩手県など14
県で人口減少率が１%を超えています。（表２）

人口増加は東京都のみ

沖縄県は日本に復帰して以降初めての人口減少
 

表２　都道府県別人口増減率（上位及び下位）

 

図１　総人口の人口増減数及び人口増減率の推移
（1950年～2022年）

図２　年齢区分別人口の割合の推移
（1950年～2022年）
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減  

数

人  

口  

増  

減  

率

（単位　千人）

日本人 外国人

　2015年 127,095 2） -142 -275 94 -1 95 125,319 2） -243
2016 127,042 -53 -296 134 -2 136 125,071 -248
2017 126,919 -123 -377 151 4 147 124,745 -327
2018 126,749 -170 -425 161 -3 165 124,349 -395
2019 126,555 -193 -485 209 1 208 123,886 -463
2020 126,146 3） -409 -501 42 21 21 123,399 3） -487
2021 125,502 -644 -609 -35 -7 -28 122,780 -618
2022 124,947 -556 -731 175 -16 191 122,031 -750
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－ 全 国 -0.44 -0.51

… … … …

1 東 京 都 0.20 -0.27 41 徳 島 県 -1.14 -1.05
2 沖 縄 県 -0.01 0.07 42 福 島 県 -1.20 -1.16
3 神 奈 川 県 -0.04 -0.01 43 高 知 県 -1.22 -1.08
4 埼 玉 県 -0.05 -0.06 44 山 形 県 -1.31 -1.23
5 滋 賀 県 -0.11 -0.22 45 岩 手 県 -1.32 -1.16
6 千 葉 県 -0.15 -0.15 46 青 森 県 -1.39 -1.35
6 福 岡 県 -0.15 -0.22 47 秋 田 県 -1.59 -1.52
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我が国のこどもの数  

「こどもの日」（５月５日）にちなみ、2023年４月１日現在における我が国のこどもの数を推計しましたの
で、その概要を紹介します。

※詳細については、統計トピックスNo.137「我が国のこどもの数－「こどもの日」にちなんで－」のページを御覧ください。

（注） 表１、２の人口は万人単位に四捨五入しているので、内訳の合計は必ずしも総数に一致しない。

https://www.stat.go.jp/data/jinsui/topics/topi1370.html

こどもの数は1435万人、42年連続の減少
2023年４月１日現在におけるこどもの数（15歳未

満人口）は、前年に比べ30万人少ない1435万人で、
1982年から42年連続の減少となり、過去最少となり
ました。

男女別では、男子が735万人、女子が700万人となっ
ており、男子が女子より35万人多く、女子100人に対
する男子の数（人口性比）は105.0となっています。
（表１）

こどもの数を中学生の年代（12～14歳）、小学生の
年代（６～11歳）、未就学の乳幼児（０～５歳）の三
つの区分でみると、それぞれ321万人（総人口に占め
る割合2.6％）、604万人（同4.9％）、510万人（同
4.1％）となっています。（表２）

こどもの割合は11.5％、49年連続の低下
こどもの割合（総人口に占めるこどもの割合）は、

1950年には総人口の３分の１を超えていましたが、第
１次ベビーブーム期（1947年～1949年）の後、出生児
数の減少を反映して低下を続け、1965年には総人口の
約４分の１となりました。

その後、1970年まで低下が続いたこどもの割合は、 
第２次ベビーブーム期（1971年～1974年）の出生児数
の増加によって僅かに上昇したものの、1975年から再
び低下を続け、1997年には65歳以上人口の割合
（15.7％）を下回って15.3％となり、2023年は11.5％
（前年比0.2ポイント低下）で過去最低となりました。

なお、こどもの割合は、1975年から49年連続して低
下しています。（図）

表１　男女別こどもの数

2023年 2022年
４月１日現在 ４月１日現在

男女計 1435 1465 -30 
男 735 750 -15 
女 700 714 -15 

人口性比 105.0 105.0 0.0
男女計 12447 12507 -60 

男 6051 6080 -28 
女 6395 6428 -32 

人口性比 94.6 94.6 

11.5 11.7 -0.2

 対前年
 増減数

総人口に占める
こどもの割合（％）

こどもの数
（万人）

総人口
（万人）

 
 
 
 
 

表２　男女、年齢３歳階級別こどもの数（2023年４月１日現在）　　　　

図　こどもの数及び割合の推移
（1950年～2023年）

こどもの数 未就学の乳幼児（０～５歳） 小学生（６～11歳） 中学生
０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 （12～14歳）

男女計 1435 510 243 267 604 296 308 321
男 735 261 125 137 309 152 158 164
女 700 249 119 130 295 144 151 156
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人 口
（万人）

総人口に占める
割合（％）

こ

　ど

　も

　の

　数

こ

　ど

　も

　の

　割

　合

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

1950年 55年 60年 65年 70年 75年 80年 85年 90年 95年 2000年 05年 10年 15年 20年

（％）（万人）

こどもの数（左目盛）
こどもの割合（右目盛）

25.6％（1965年）
24.4％（1974年）

35.4％（1950年）

23.9％（1970年）

15.3％（1997年） 11.5％
（2023年）

資料：「国勢調査」及び「人口推計」
（注） 2022年及び2023年は４月１日現在、その他は10月１日現在
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○産業横断的集計「建設・サービス収入の内訳」は、産業分類ごとに２回に分けて公表し、一次集計は「建設業」、
「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業（通信業、放送業、映像・音声・文字情報制作業）」、「運輸
業，郵便業」及び「教育，学習支援業（学校教育）」に該当する法人企業の集計結果を先行的に令和４年12月に公
表しており、今回公表する二次集計は全ての法人企業を対象としています。 

経済センサス‐活動調査は、国内の全ての事業所・企業を対象として、全産業分野の売上（収入）金額等の経
理事項を同一時点で網羅的に把握する統計調査です。

この度、令和３年経済センサス‐活動調査　産業横断的集計「建設・サービス収入の内訳（二次集計）」、産
業別集計「卸売業，小売業」及び「サービス関連産業」結果を令和５年３月28日に公表しましたので、その概要
を紹介します。

 

令和３年経済センサス‐活動調査　確報集計結果の概要②

１　産業横断的集計（企業等に関する集計）
－建設・サービス収入の内訳（二次集計）に関する結果－

建設・サービス収入を産業大分類別にみると、「医
療，福祉」が166兆4487億円と最も多く、次いで「金融
業，保険業」が117兆706億円、「建設業」が112兆6175
億円などとなっています。

また、産業中分類別に建設・サービス収入に占める
割合をみると、「医療，福祉」は「社会保険・社会福
祉・介護事業」（大分類別計の81.0％）、「金融業，保険
業」は「保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含
む）」（同60.4％）、「建設業」は「総合工事業」（同
63.5％）が、それぞれ最も高くなっています。（表）

（２）「サービス関連産業」に関する結果（個人経営を除く）
① ゴルフ場、ゴルフ練習場

都道府県別に「ゴルフ場」の年間施設利用者数をみ
ると、千葉県が546万人（全国計に占める割合は8.5％）
と最も多く、次いで兵庫県が444万人（同7.0％）、茨城
県が340万人（同5.3％）などとなっています。一方、都
道府県別に「ゴルフ練習場」の年間施設利用者数をみ
ると、愛知県が786万人（同9.1％）と最も多く、次いで
神奈川県が749万人（同8.7％）、大阪府が684万人（同
7.9％）などとなっています。（図１）

② 冠婚葬祭業
都道府県別に「冠婚葬祭業」の結婚式・披露宴の年

間取扱件数をみると、東京都が１万8831件（全国計に
占める割合は17.7％）と最も多く、次いで愛知県が１
万1416件（同10.8％）、大阪府が6313件（同6.0％）な
どとなっています。（図２）

２　産業別集計（事業所に関する集計）
（１）「卸売業，小売業」に関する結果（個人経営を除く）

令和２年の「卸売業，小売業」の年間商品販売額は
522兆6458億円となっています。

卸売業の年間商品販売額は389兆3883億円（「卸売
業，小売業」合計に占める割合74.5％）となっており、
産業小分類別にみると、「食料・飲料卸売業」が50兆
2359億円（卸売業計の12.9％）と最も多く、次いで「電
気機械器具卸売業」が44兆1875億円（同11.3％）、「農
畜産物・水産物卸売業」が33兆4648億円（同8.6％）など
となっています。

小売業の年間商品販売額は133兆2575億円（「卸売
業，小売業」合計に占める割合25.5％）となっており、
産業小分類別にみると、「各種食料品小売業」が22兆
9651億円（小売業計の17.2％）と最も多く、次いで「自
動車小売業」が16兆5869億円（同12.4％）、ドラッグス
トアなどが含まれる「医薬品・化粧品小売業」が13兆
293億円（同9.8％）などとなっています。

表　産業分類別建設・サービス収入
（建設・サービス収入の上位３産業）

図１　都道府県別「ゴルフ場」及び「ゴルフ練習場」の
年間施設利用者数

図２　都道府県別結婚式・披露宴の年間取扱件数の
全国計に占める割合

注：「（参考）15歳以上（有配偶以外）人口構成比」は令和２年国勢調査の結果
　（2020年10月１日現在の数値）を用いています。

建設・サービス収入

大分類別計に
占める割合

（億円） （％）
「医療，福祉」計 1,664,487 100.0

83 医療業 310,058 18.6
84 保健衛生 6,038 0.4
85 社会保険・社会福祉・介護事業 1,348,388 81.0

「金融業，保険業」計 1,170,706 100.0
62 銀行業 201,164 17.2
63 協同組織金融業 50,682 4.3
64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関 127,686 10.9
65 金融商品取引業，商品先物取引業 61,686 5.3
66 補助的金融業等 22,931 2.0
67 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む） 706,557 60.4

「建設業」計 1,126,175 100.0
　06 総合工事業 714,753 63.5
　07 職別工事業（設備工事業を除く） 145,573 12.9
　08 設備工事業 265,839 23.6
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総務省及び経済産業省では、全産業の付加価値等の構造を明らかにし、国民経済計算の精度向上に資すること
を目的として、毎年６月に経済構造実態調査を実施しています。

この度、2023年３月に2022年調査の一次集計結果を公表しましたので、その概要を紹介します。 

「2022年経済構造実態調査」一次集計結果の概要

１　産業大分類別の売上高の状況

産業大分類別に売上（収入）金額（以下「売上高」
という。）をみると、「卸売業，小売業」が477兆
9942億円と最も多く、次いで「製造業」が415兆7489
億円、「医療，福祉」が142兆9826億円などとなって
います。これら上位３産業について2020年と比較する
と、「卸売業，小売業」が1.1％の増加、「製造業」が
6.7％の増加、「医療，福祉」が14.8％の減少となって
います。（表）

２　産業大分類別の中分類売上高構成比の状況

産業大分類別に中分類の売上高構成比をみると、
「電気・ガス・熱供給・水道業」では「電気業」
（83.2％）が最も高く、「農林漁業」では「農業」
（79.3％）、「教育，学習支援業」では「学校教育」
（78.5％）、「医療，福祉」では「社会保険・社会福
祉・介護事業」（75.8％）、「生活関連サービス業，
娯楽業」では「娯楽業」（72.1％）などとなっていま
す。（図）

３　今後の公表スケジュール

今後、以下の日程で、地域別などのより詳細な結果
を順次公表します。
○　二次集計：2023年７月公表予定

産業、経営組織別の売上高、費用総額、主な費用項
目、付加価値額等
○　三次集計：2023年10月公表予定

都道府県、産業別の売上高等

増減率
（百万円） （百万円） （％）

全産業計 ※２ 1,676,591,704 1,691,904,217
農林漁業 5,961,606 6,174,054 3.6
鉱業，採石業，砂利採取業 1,327,221 1,863,270 40.4
建設業 119,226,291 120,722,459 1.3
製造業 389,816,023 415,748,873 6.7
電気・ガス・熱供給・水道業 36,216,440 36,277,286 0.2
情報通信業 73,977,890 74,562,406 0.8
運輸業，郵便業 63,331,936 66,345,945 4.8
卸売業，小売業 472,730,259 477,994,238 1.1
金融業，保険業 118,968,292 120,960,024 1.7
不動産業，物品賃貸業 57,196,282 60,421,276 5.6
学術研究，専門・技術サービス業 48,627,821 50,954,560 4.8
宿泊業，飲食サービス業 17,761,166 18,117,873 2.0
生活関連サービス業，娯楽業 29,341,810 30,075,628 2.5
教育，学習支援業 16,789,083 17,670,880 5.3
医療，福祉 167,831,003 142,982,647 ▲ 14.8
複合サービス事業 8,826,819 8,388,739 ▲ 5.0
サービス業（他に分類されないもの）※２ 48,661,760 42,644,061 -

-

産業大分類
売上高

  2020年※１ 2021年

表　産業大分類別売上高

図　産業大分類別の中分類売上高構成比

※１ 「令和３年経済センサス - 活動調査」速報集計結果の「会社企業」と「会
　　　社以外の法人」の合計
※２　2020年の売上高は「政治・経済・文化団体」及び「宗教」を含む。

注１：各産業大分類における上位５分類までを表示し、それ以外の分類について
は「その他」として統合している。なお、「その他」には分類不詳を含ま
ない。

注２：「鉱業，採石業，砂利採取業」については、大分類と中分類が一致するた
め除いている。

経済構造実態調査の結果については、次のURLを御覧ください。
　https://www.stat.go.jp/data/kkj/kekka/index.html

その他の事業サービス業 51.8

協同組合（他に分類されないもの）63.1

社会保険・社会福祉・介護事業 75.8

学校教育 78.5

娯楽業 72.1

飲食店 61.6

45.4

不動産賃貸業・管理業 42.7

保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む） 59.7

18.7

道路貨物運送業 43.0

情報サービス業 44.1

電気業 83.2

17.5

総合工事業 62.2

農業 79.3

22.3

郵便局 36.9

医療業 23.7

21.5

15.5

宿泊業 21.9

29.8

不動産取引業 29.6

銀行業 17.3

17.1

27.5

通信業 27.6

ガス業 14.2

10.3

設備工事業 24.2

9.0

12.3

保健衛生 0.5

12.3

16.6

広告業 17.8

物品賃貸業 27.7

10.9

14.5

8.8

11.9

水道業 1.6

8.7

13.6

6.1

8.4

7.1

5.6

12.5

8.5

9.7

熱供給業 0.9

6.4

5.5

3.9

4.2

10.3

5.4

6.7

6.0

その他
1.3

その他
2.3

その他 26.9

6.8

その他 51.1

0 20 40 60 80 100

複合サービス事業

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，
娯楽業

宿泊業，
飲食サービス業

学術研究，
専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・
水道業

製造業

建設業

農林漁業

漁業（水産養殖業を除く）

水産養殖業

職別工事業（設備工事業を除く）

林業

輸送用機械器具製造業

放送業運輸に附帯するサービス業

食料品製造業

その他倉庫業鉄道業

映像・音声・文字情報制作業

その他の卸売業

貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関

インターネット附随サービス業

金融商品取引業，商品先物取引業

協同組織金融業

学術・開発研究機関

持ち帰り・配達飲食サービス業

その他の生活関連サービス業 洗濯・理容・美容・浴場業

その他の教育，学習支援業

職業紹介・労働者派遣業 廃棄物処理業

機械等修理業

自動車整備業

（％）

専門サービス業（他に分類されないもの）

技術サービス業（他に分類されないもの）

水運業

電気機械器具製造業

飲食料品卸売業機械器具卸売業

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 その他の小売業

化学工業

生産用機械器具製造業

サービス業
（他に分類されないもの）
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「令和５年春の叙勲及び褒章」 
政府は、４月29日に、「春の叙勲及び褒章」の受章者を発令しました。
総務省における統計関係では、永年にわたり国勢調査を始め各種統計調査に調査員として従事し、調査実施に
多大な貢献をした次の方々が、勲章及び褒章の栄誉に浴されました。栄えある受章にお祝い申し上げます。

［勲章受章者］
○瑞宝双光章
森定　美津子

○瑞宝単光章
奥原　忻子
立花　英敏
中山　廣子
村重　重琉
山崎　義久
鹿川　和子
岩間　順子
坂本　武道
大坊　哲夫
千田　正一
梶原　理
佐　　和子
引地　龍夫
渡邊　正俊
尾形　進
佐藤　定七
庄司　　
三浦　良夫
山内　幹子
吉田　日出夫
今井　輝勝
海老沢　百合子
小船　進
武士　照治
飯野　礼子
松本　富枝
江幡　文代
青木　由記子
上村　貞雄
大宮　きみ子
柏山　礼子
川名　晴夫
竹本　街子
本橋　岩治
石井　和子
片野　ゆきみ
佐々木　ミヤ子
若林　明子
田中　一夫
昇　悦子
小倉　はる子

※敬称略

（北海道）

（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（青森県）
（岩手県）
（岩手県）
（岩手県）
（岩手県）
（宮城県）
（宮城県）
（宮城県）
（宮城県）
（山形県）
（山形県）
（山形県）
（山形県）
（福島県）
（福島県）
（茨城県）
（茨城県）
（茨城県）
（茨城県）
（栃木県）
（栃木県）
（埼玉県）
（千葉県）
（千葉県）
（千葉県）
（千葉県）
（千葉県）
（東京都）
（東京都）
（神奈川県）
（神奈川県）
（神奈川県）
（新潟県）
（富山県）
（富山県）
（福井県）

島田　登茂子
山内　道子
五島　みどり
側島　敦子
村井　薫
足立　まり子
岡﨑　清子
金原　多美子
齋藤　憲子
　本　光子
石川　淳子
小泉　勝美
濵野　美智子
中村　洋子
　　道子
森本　明子
伊藤　京子
領家　千鶴子
津村　町子
大久保　陽子
井上　きよの
冨永　豊子

［褒章受章者］
○藍綬褒章
荒　知
大友　友江
梶田　美紀子
小林　勝則
小林　誠
西城　由美子
笹森　駿一
佐藤　文宣
佐藤　真由美
千石　秀昭
千田　佳子
土田　律子
中川　俊雄
名越　美枝
三木　優子
村山　富子
山田　明子
佐々木　洋子
多田　辰郎　
小野　忠一
佐々木　勝市

（福井県）
（福井県）
（岐阜県）
（岐阜県）
（岐阜県）
（静岡県）
（愛知県）
（愛知県）
（愛知県）
（愛知県）
（三重県）
（三重県）
（三重県）
（滋賀県）
（兵庫県）
（兵庫県）
（島根県）
（岡山県）
（広島県）
（徳島県）
（福岡県）
（福岡県）

※敬称略

（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（北海道）
（岩手県）
（岩手県）
（宮城県）
（宮城県）

佐藤　万二
布施　玲子
佐藤　孝
鈴木　精一
村田　哲
川又　洋子
坂本　佳　子
三日市　晴美
谷　智子
和田　真澄
茂田　由美
永嶋　直正
前田　稔雄
石川　久美子
加藤　ふじ枝
菊地　綾子
木谷　晴美　
久保田　勝美
髙橋　道子
冨　あつ子
永田　悦子
中山　修一
原口　秀子
深堀　洋子
　當　順子
本間　温子
三井　順子
宮内　成彦
渡邉　惠美子
渡辺　みどり
児玉　三枝子
小林　美奈子　
佐野　昭子
田村　外喜美
中田　定子
横内　昤子
和田　はるみ
美濃　敬子
森本　　子
加藤　惠子
安藤　喜美子
大月　要
永末　あき子
久保　孝
中尾　国美
　口　公子

（宮城県）
（秋田県）
（山形県）
（山形県）
（山形県）
（茨城県）
（栃木県）
（栃木県）
（埼玉県）
（埼玉県）
（千葉県）
（千葉県）
（千葉県）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（東京都）
（神奈川県）
（富山県）
（富山県）
（富山県）
（石川県）
（長野県）
（岐阜県）
（兵庫県）
（奈良県）
（島根県）
（岡山県）
（岡山県）
（山口県）
（香川県）
（長崎県）
（長崎県）
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統計データによる行政サービスの改善・施策の立案等、優れた取組を進める地方公共団体を表彰します。
統計データを利活用して優れた取組を進める地方公共団体を表彰する「Data StaRt Award ～第８回地方公共団体

における統計データ利活用表彰～」を実施します。
現在、地方公共団体の取組を募集しています。詳細につ

いては、下記のウェブサイトを御覧ください。
【地方公共団体における統計データ利活用表彰のサイト】

https://www.stat.go.jp/info/guide/rikatsuyou/ 
この表彰では、地方公共団体のためのデータ利活用支援

サイト「Data StaRt」（https://www.stat.go.jp/dstart/）
と連携し、地方公共団体における統計データ利活用の取組
のPRやサポートを行います。御応募いただいた取組は
「統計データ利活用事例集」として、受賞取組等は「先進
事例」として紹介させていただきます。
【Data StaRt | 先進事例】

https://www.stat.go.jp/dstart/case/

【先進事例】
「第７回地方公共団体における統計データ利活用表彰」

受賞の取組など10件の先進事例を追加、応募された取組の
うち46件を「統計データ利活用事例集」として追加 

【EBPM活用塾】
「ゼミナール編（２）～調査実施と分析」として「意識

調査の設計（１時限目）」「標本設計と調査方法（２時限
目）」「集計と分析（３時限目）」を追加

【研究事例】
令和４年度EBPMブートキャンプの研究成果等を追加
※EBPMブートキャンプは、課題を抱える地方自治体

が、専門家とともに、データを活用した課題解決に取
り組む研究会です。

【利活用相談】
対応可能な相談内容を追加

第８回地方公共団体における統計データ利活用表彰の実施
～地方公共団体の取組を募集中です！～

地方公共団体のためのデータ利活用支援サイト「Data StaRt」（https://www.stat.go.jp/dstart/）について、以下
のとおり内容を拡充しました。

更に充実、地方公共団体のためのデータ利活用支援サイト
Data StaRt（データ・スタート）コンテンツ拡充

【Data StaRt | 先進事例】

【EBPM活用塾】ゼミナール編（２）～調査実施と分析

【研究事例】EBPMブートキャンプ
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１　セミナーの概要
令和４年度統計データ利活用セミナーは、令和５年

２月22日（水）、３月３日（金）及び３月８日（水）
にオンライン（ウェビナー・動画配信プラットフォー
ム「ネクプロ」を活用）により開催し、約540名の方々
に御参加いただきました。

本セミナーの開催に当たっては、和歌山県、関西広
域連合、株式会社日立ドキュメントソリューションズ
の御協力をいただきました。

２　セミナーの内容
『統計学が最強の学問である』の著者としても有名

な西内啓氏を講師に迎え、データの利活用に興味があ
る方等を対象に統計学の知識を解説し、ビジネスにお
ける政府統計データの活用シーンを紹介しました。

セミナーの詳細は下記URLに掲載しています。 
https://www.stat.go.jp/rikatsuyou/training/index.html 
#business

３　セミナー受講後の感想
受講者からは「初歩的な内容から一気に実践で役立

つ内容まで習得できるような講義でたいへん参考に
なった」、「ぜひ今後ともセミナーの開催を希望しま
す」等の感想が多く寄せられ、大変好評を得たものと
なりました。

総務省統計局では、今後も企業のビジネスパーソン
向けに政府統計データを活用いただくための統計デー
タ利活用セミナーを企画し開催していきます。

本セミナー受講者の方々におかれましては、御参加
いただき誠にありがとうございました。本セミナーが受
講者の方々にとって有意義なものとなり、今後、公的統
計データを活用した分析によりビジネスにおける課題解
決や企業戦略に役立てていただければ幸いです。

また、セミナー講師を始め本セミナーの運営に関
わっていただいた関係者の皆様には、御尽力いただきま
したこと深く感謝いたします。

＜セミナーパンフレット＞

総務省統計局では企業のビジネスパーソン向けに、政府統計データを活用いただくための統計データ利活用セ
ミナーを毎年開催しています。今回は令和５年２月及び３月に開催した統計データ利活用セミナーの概要を紹介
します。

「DX時代に必須 ビジネスパーソン向け
統計データ利活用セミナー～推測統計編～」を開催しました

＜講義・演習の様子＞
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総務省統計研究研修所では、国・地方公共団体等の職員を対象に、統計作成の中核を担う統計人材の育成及び統計
を政策の立案等に活用するための統計リテラシー向上を目的として研修を実施しています。
集合研修に加え、研修のライブ配信や、eラーニング形式のオンライン研修などICTを活用した研修を拡充し、広
く受講しやすい研修を実施しています。
令和４年度は、統計実務職員を対象とした中級研修の「統計利用の基本」、「調査設計の基本」、「統計分析の基
本」や、分野別研修のうちデータの利活用について学ぶ「政策立案と統計」、「政策評価と統計」、「ビッグデータ
利活用－基礎から応用まで－」の、あわせて六つの研修をオンライン研修として開講し、多くの方々に受講していた
だきました。
こうした取組により、令和４年度では、修了者数は13,542名と、令和３年度（11,390名）を上回りました。なお、
研修課程別の修了者数は、次表のとおりです。

≫≫令和４年度統計研修実施状況≪≪

令和４年度　統計研修修了者数

※１：「研修期間」欄の４月から12月までは令和４年、１月から３月までは令和５年を示す。　※２：国の機関には、独立行政法人の職員を含む。　※３：受講者数である。

集合 ライブ
配　信

オ　ン
ライン 計 国の機関

（※２） 都道府県 市区町村 政府関係
機関

統計取扱業務担当職員向け研修（初級）

初めて学ぶ統計 ● 3,613 1,142 930 1,358 183

統計担当者向け入門 ● 2,048 619 573 817 39

統計実務職員（統計データアナリスト補）研修（中級）

● ● ６月22日～24日 52 27 14 11 0

● 毎四半期（各４週間） 1,069 500 296 265 8

● ● ７月11日～15日 21 17 1 3 0

● 毎四半期（各４週間） 702 424 122 151 5

● ● ７月４日～８日 37 14 9 12 2

● 毎四半期（各４週間） 853 468 203 173 9

統計データアナリスト研修（上級）

統計データアナリスト研修 ● ８月29日～９月２日
３月13日～17日 57 57 - - -

本科（総合課程） ● ９月７日～12月６日 18 16 2 0 0

管理者向けコース（※３）

都道府県統計主管課新任管理者セミナー ● ４月20日 38 - 38 - -

統計幹部講座 ● ９月13日 96 96 - - -

政策立案と統計 ● 706 233 196 275 2

政策評価と統計 ● 503 201 122 177 3

データサイエンスセミナー（※３） ● ９月21日 38 14 14 10 0

ビッグデータ利活用－基礎から応用まで－ ● 871 428 213 224 6

データサイエンス入門 ● 1,248 515 364 353 16

データサイエンス演習 ● 590 267 148 166 9

誰でも使える統計オープンデータ ● 585 184 159 235 7

国民・県民経済計算 ● ● ５月30日～６月３日 64 5 46 13 0

指数に関する研修－鉱工業指数を中心に－ ● ７月25日～27日 19 2 16 0 1

産業連関表の作成・分析 ● 10月17日～21日 16 1 13 2 0

社会・人口統計の基本 ● ９月26日～27日 17 1 9 7 0

人口推計 ● １月23日～27日 20 4 6 10 0

経済予測 ● ● 12月５日～９日 33 8 12 13 0

GISによる統計活用 ● ２月14日～15日 26 6 5 14 1

地域分析 ● 11月15日～18日 15 2 2 10 1

ミクロデータ分析のためのプログラミング
－統計解析ソフトRの利用方法－ ● 10月４日～６日 16 9 5 2 0

ミクロデータ分析－Rによる統計解析－ ● ２月７日～10日 19 14 2 2 1

統計データアナライズセミナー（※３） ● １月27日 45 1 44 - -

統計指導者講習会（中央研修）（※３） ● ７月29日 63 - 30 30 3

教育関係者向けセミナー（※３） ● ８月３日・10日 44 6 22 16 0

13,542 5,281 3,616 4,349 296合　　計
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最近の数字

統計関係の主要日程（2023年５月～2023年６月）

〒162－8668　東京都新宿区若松町19－1
総務省統計局 統計情報利用推進課 情報提供第一係 
TEL 03－5273－1160 E-mail y-teikyou1@soumu.go.jp

ホームページ　https://www.stat.go.jp/
御意見・御感想をお待ちしております。

編集発行

≪会議及び研修関係等≫

人　口 労　働・賃　金 産　　業 家計（二人以上の世帯） 物　　価

総人口
（推計による人口） 就業者数 完全失業率

（季節調整値）
現金給与総額

（規模５人以上）

鉱工業
生産指数

（季節調整値）

サービス産業
の月間売上高

1世帯当たり
消費支出

1世帯当たり
可処分所得

（うち勤労者世帯）

消費者物価指数

全国 東京都区部
千人（Pは万人） 万人 ％ 円 2015＝100 兆円 円 円 2020＝100 2020＝100

数
実

比
月
同
年
前

％ ポイント ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（注）Ｐ：速報値　＊：対前月
　　　家計（二人以上の世帯）の前年同月比は実質値
　　　サービス産業の月間売上高については、2022年12月以前の実数は、標本交替により生じた変動を調整した値

124,913
12484
12477
12463
12449
12447

2022.  11
12

2023.   1
2
3
4

　
2022.  11

12
2023.   1

2
3

－
－
－
－
－

0.4
0.1
0.6
0.1
0.2

－0.1
0.0

－0.1
0.2
0.2

1.9
4.1
0.8
0.8
0.8

0.2
0.3

－5.3
4.6
0.8P

＊
＊
＊
＊
＊

4.3
4.1
5.0
6.9
－

－1.2
－1.3
－0.3

1.6
－1.9

－0.9
－1.7
－2.8
－1.0
－5.0

3.8
4.0
4.3
3.3
3.2

6724
6716
6689
6667
6699

…

3.7
3.9
4.4
3.4
3.3

2.5
2.5
2.4
2.6
2.8
…

288,071
567,916
276,984
271,143
291,081

…

95.5
95.8
90.7
94.9
95.7

…
P

31.9
34.9
30.8
30.8

…
…

P
P
P

285,947
328,114
301,646
272,214
312,758

…

407,971
951,823
404,924
463,906
407,185

…

103.9
104.1
104.7
104.0
104.4

…

  103.8
 104.0
 104.7
 104.1
 104.4
 105.1

時　期 概　　要 時　期 概　　要
オンライン統計研修【第１回】統計取扱業務担当職員向け研修「初めて学ぶ統計」開
講（～６月６日）

オンライン統計研修【第１回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「統計利用
の基本」開講（～６月６日）

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「政策立案と統計」開講（～６月６日）

オンライン統計研修【第１回】統計作成実務コース「国民・県民経済計算」開講（～６月
６日）

地方統計職員業務研修（中央研修）【ライブ配信】

ブロック別統計主管課長会議（関東甲信静ブロック）

オンライン統計研修【第１回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「調査設計
の基本」開講（～６月20日）

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「政策評価と統計」開講（～６月20日） 

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「ビッグデータ利活用－基礎から応用ま
で－」開講（～６月20日）

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「データサイエンス入門」開講（～６月
20日）

ブロック別統計主管課長会議（東海・北陸ブロック）

ブロック別統計主管課長会議（近畿ブロック）

地域分析コース「GISによる統計活用」開講【集合】（～６月１日）

ブロック別統計主管課長会議（九州ブロック）

ブロック別統計主管課長会議（北海道・東北ブロック）

オンライン統計研修【第１回】統計取扱業務担当職員向け研修「統計担当者向け入門」
開講（～７月４日）

オンライン統計研修【第１回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「統計分析
の基本」開講（～７月４日）

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「データサイエンス演習」開講（～７月
４日）

オンライン統計研修【第１回】データ利活用コース「誰でも使える統計オープンデータ」開
講（～７月４日）

オンライン統計研修【第１回】統計作成実務コース「産業連関表の作成・分析」開講（～
７月４日）

ブロック別統計主管課長会議（中国・四国ブロック）

統計データアナリスト研修（上級）「統計データアナリスト研修（第１回）」開講【ライブ配
信】（～16日）

人口・経済統計コース「人口推計」開講【集合】（～23日）

≪調査結果の公表関係≫
時　期 概　　要 時　期

統計トピックス「我が国のこどもの数－「こどもの日」にちなんで－」公表

家計調査（家計収支編：2023年３月分、2023年１～３月期平均及び2022年度平均）
公表

家計消費状況調査（支出関連項目：2023年３月分、2023年１～３月期平均及び2022年
度平均　ICT関連項目：2023年１～３月期平均）公表

消費動向指数（CTI）2023年３月分及び2023年１～３月期平均公表

労働力調査（詳細集計）2023年１～３月期平均公表

家計調査（貯蓄･負債編：2022年10～12月期平均及び2022年平均）公表

小売物価統計調査（ガソリン）2023年４月分公表

消費者物価指数（全国：2023年４月分）公表

小売物価統計調査（全国：2023年４月分）公表

人口推計（2022年12月１日現在確定値及び2023年５月１日現在概算値）公表

住民基本台帳人口移動報告（2023年４月分）公表

消費者物価指数（東京都区部：2023年５月分（中旬速報値））公表 

小売物価統計調査（東京都区部：2023年５月分）公表

労働力調査（基本集計）2023年４月分公表

サービス産業動向調査（2023年３月分速報及び2023年１～３月期速報並びに2022年12
月分確報及び2022年10～12月期確報）公表

令和４年経済センサス-基礎調査（乙調査）公表

小売物価統計調査（ガソリン）2023年５月分公表

家計調査（家計収支編：2023年４月分）公表

家計消費状況調査（支出関連項目：2023年４月分）公表

消費動向指数（CTI）2023年４月分公表

人口推計（2023年１月１日現在確定値及び2023年６月１日現在概算値）公表

統計でみる市区町村のすがた 2023 刊行

消費者物価指数（全国：2023年５月分）公表

小売物価統計調査（全国：2023年５月分）公表

住民基本台帳人口移動報告（2023年５月分）公表

労働力調査（基本集計）2023年５月分公表

サービス産業動向調査（2023年４月分速報及び2023年１月分確報）公表

消費者物価指数（東京都区部：2023年６月分（中旬速報値））公表

小売物価統計調査（東京都区部：2023年６月分）公表

令和３年経済センサス-活動調査　産業横断的集計（事業所に関する集計・企業等に
関する集計）公表

小売物価統計調査（構造編）2022年結果公表

概　　要
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